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雇用維持難と廃業が懸念される 

中小企業向け実質増税に反対します！ 
 
私たち、富山県中小企業家同友会（会員数約５３０社、全国約 43,000 社）は、1980 年設

立以来、自助努力による経営の安定・発展と、中小企業をとりまく経営環境の改善に努め

て参りました。 
さて、すべての中小企業が消費税の 5％から 8％への引き上げの対応に追われている最中、

中小企業向けの増税策が議論の俎上にのっています。政府税制調査会や与党税制調査会は、

法人税減税の代替財源として下記のことなどを検討しています。消費税増税に続き、外形

標準課税等の増税の連続は、今後の中小企業経営に大きく関わり、経営の意欲を損ない、

雇用の維持が守れないことや廃業の増加が懸念されます。  
しかも、増税の理由が、法人税減税の代替財源だと聞くに及び、全く理解ができかねる

ことです。 
富山県中小企業家同友会は、これらの実質増税に対し反対を表明します。あわせて、多

くの皆様にその事実を知っていただきたく、反対内容をお送りさせていただきます。 

一、法人事業税の外形標準課税適用拡大について 

資本金 1 億円以下の中小企業も外形標準課税の対象とすると、従業員への給与総額や資

本金が新たな課税対象となり赤字企業も課税対象となります。中小企業にとっては地域で

の雇用維持は難しくなり、負担は増します。外形標準課税適用拡大に反対します。 

一、負担能力に応じた税率の否定について 

中小企業の法人所得 800 万円までの部分に適用されている軽減税率 15％を取りやめ、大

企業と同じ 25.5％に引き上げるのは、負担能力に応じた税率の否定につながり、反対しま

す。 

一、欠損金の繰り越し控除の縮小について 

過去の赤字を翌年度以降の繰越損金にできたが、これに一定の制限を設けることは、中

小企業経営の安定化が図れず、地域経済に打撃を与えかねないので、反対します。 

一、減価償却制度の定率償却方式廃止について 

減価償却制度の定率償却方式を廃止することは、設備投資後の早い時期に収める税金を

重くすることになり、設備投資の抑制につながることになるので、反対します。 
 



なおこの問題については、中小企業家同友会全国協議会（略称；中同協、会長・鋤柄修、

会員数・4 万 3000 社）では、6 月 4 日付会長談話において断固反対の姿勢を表明し、中小

企業 4 団体（日本商工会議所、全国商工会連合会、全国中小企業団体中央会）からも同様

の態度表明がなされています。 
 

 税の原則の一つである「公平性」の観点に立てば、その課税は「応能負担の原則」に則

って行われるべきであり、今回の法人税改革に関する議論はそれと逆行するものであると

考えます。さらに、議論の力点が歳入にのみ置かれ、歳出に関する議論が見受けられない

点は、今回の法人税改革において影響を受けざるを得ない圧倒的多数の中小企業、ならび

にそこに関わる国民からの理解は到底得られるものではありません。 
 
 また、現在政府が取り組んでいる開廃業率の問題においても、今回の問題は本来市場か

ら退場する必要のない企業を、倒産・廃業に追い込むことにもなりかねず、かつ黒字企業

の倍加を目指す安倍政権の成長戦略と相反するものでもあります。 
 

2010 年 6 月 18 日に閣議決定された「中小企業憲章」には、「中小企業への影響を考慮し

政策を総合的に進め、政策評価に中小企業の声を生かす」ことが明記されています。今こ

そこの姿勢を堅持し、真に「経済活力の源泉である中小企業が、その力を思う存分発揮で

きる」政策展開を強く望むものです。 
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
富山県中小企業家同友会とは 

 現在、富山県下 530名余りの中小企業経営者が参加する異業種の経営者団体で、「経営体

質の強化」「経営者の能力向上」「経営環境の改善」をめざすという「3 つの目的」に基づ

き活動しています。 
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